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はじめに
Lグループは戦後，富山市に設立された電気機器製造業で，経営の特色とし
ては先ず分社化が挙げられるO I T化が進んでおり，海外展開に関しても技術
者や研究者を海外に求め， I T関連製品の開発・設計・製造を行なったり，富
山で部品・資材のグローバル調達をはじめている。
2001年1月にLグループ会長MI氏と取締役顧問MA氏に面接した。会長は
経営方針の参考となるような質の高い情報をその分野のキーパースンからface
to face で得るタイプであるとの印象を受けた。
Lグループ
所在地
設立
従業員
年間売上高
事業分野
海外展開
面接者
面接時期
富山県
1958年（Lグループの母体となった会社の設立を指す）
1000名（グループ計 1998年）
270億円（グループ計 1998年）
電子部品，電子機器， FA装置，産業用ロボット
産業用・オフィス用ソフト，新製品開発
1988年 マレーシアに子会社設立 (100%出資）
1995年 マレーシアに子会社設立 (100%出資）
1997年ハンガリーに研究所設立 (100%出資）
Lグループ会長 （取締役顧問 同席）
2001年
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1 . Lグループの沿革
グループの母体となった企業は，会長の父とその友人達が富山市近郊でラジ
オ部品のカーボン皮膜抵抗器を作り始めたのが起こりであるO 当時，その部品
は湿度の低い環境がょいとされ，長野県下に製造工場があった。そのような常
識のなかで富山での製造が可能なことを立証した創業者逮の功績は大きL、。
現会長は商科系の大学を卒業後，創立間もないグループ母体のA社に入社し
た。本人の希望というよりは，幹部たちの希望と期待に応えた結果であった。
最初に営業職となり，販路開拓に就いた。地方の無名の業者としてはここを
突破できなければ企業の存立もないので、ある。先ず，音響メーカーに自社製品
を置かせてもらい，性能テストの後よければ発注してもらうという方法をとっ
た。富山には伝統の越中売薬の「先用後利」という消費された商品の代金を回
収するシステムがあるが，そのようなシステムともいくらか似たところがあるO
関東では最初にビクターへの売込に成功した。関西では松下の受注を獲得し
た。ビクターは松下の傘下に入ったが，当時そのような事態になるということ
は予想だにしなかったとのことである。おりしも，東京五輪や皇太子ご成婚の
様子を茶の間にいながらテレビで見るという絶好の商機が到来し， A社の受注
も拡大傾向にあったが，幹部たちは自社の能力を関東ではビクタ－，関西では
松下の2社に絞るのが適当だと判断した。
松下への納入には極めて厳しい耐水試験をクリアしてのことであった。劣悪
な環境の想定として，例えば狭い中華食堂の湯気のあがる調理台の真上にテレ
ビを置くといった条件で実験するということもあった。当時は松下の宿題は無
理難題，イジメともとっていたが，むしろ，今日ではお陰さまで技術が向上し
たと感謝の念に変わっているとのことであるO
このような商社を経由しない直接の営業はユーザーの要望をいち早く聞き入
れ納期短縮を目指すことになった。今日，コンカレントエンジニアリングとい
われる手法はA社の場合，かなり以前から採られていたとのことである。
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2.分社化の傾向を示すLグループ組織と海外直接投資
設立の順にグループの会社を記す。それぞれは中小企業であるO
① 1958年5月
② 1970年4月
③ 1987年5月
④ 1987年5月
⑤ 1988年9月
⑥ 1989年9月
⑦ 1991年3月
⑧ 1995年4月
⑨ 1996年9月
⑩ 1997年1月
A社設立 富山市皮膜抵抗器など当初の事業の
継続・発展
B社設立 上新川郡大山町精密機械部品 F A機
器産業ロボット
C社設立 富山市電子部品厚膜角チップ抵抗器
D社設立 富山市精密機械精密機械部品
E社設立 マレーシア F A機器産業ロボットの
設計・製造
F社（研究所）設立富山市プログラマブル・
G社設立 総合開発
ロジック・コントロー
ラーの製造
H社設立 マレーシア電子部品の製造・販売
I社設立 富山市新製品開発
J社（研究所）設立ハンガリ一 基礎研究
CLグループの英文HPによる）
上記⑤⑧⑩の海外事業について特に説明を加えると，⑤のE社はB社からの
展開であるO 日本では85年円高後に海外直接投資が急増したが，低賃金労働者
の雇用が目当てではなし、。会長が視察に出掛けた際，マレーシアの工科大学の
教授と話し合いの機会があり，技術者の採用に魅力を感じたのが始まりで，②
を母体とした海外投資が量産のラインを持つ工場よりも先になった。この点は
決断した会長が人的資源の調達に柔軟な判断ができることを示すものである。
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⑧は③の海外展開である。②よりも⑧の従業員が多く，⑧の代表者は現地人
となっているO 会長の印象によれば， F/Sや許認可手続きが極めて迅速に進
み，マレイシアの公務員や弁護士は有能だとのことである。
⑩については，日本で未だ東欧への興味が喚起されていない頃，会長はノー
ベル賞受賞者のもっとも多い国（国籍別統計ではアメリカが最多。出身者の意
か）ハンガリーからの人材発掘を思い立って，大学の研究者と接触し，彼地に
研究基金を設けた。その後，研究所を設立した。ハンガリーでは経済が停滞し
ていたため比較的人材が集めやすかったとのことである。このように，海外で
集められた人材には日本語を必要としないロジック面や，日本人とは違った新
鮮な発想に対して期待がかけられている。一例を挙げると⑨の I社が製品化し
た全景可視環状レンズは原理の特許はハンガリーの大学の研究室から買取り，
県内の業者にレンズを作らせ，福祉関連製品としてソフトを開発したところで
ある。一見遊びのような研究でも，社会のニーズ、に結び、つけるのは事業家だ。
3. 8社の社内分社制
Lグループの2001年1月現在の組織は図 1. に示される。 地方2紙による
とI), 2001年4月にグループの中核製造会社のB社を中心として， F社， D社
を含めた破線で、囲んだ3社について社内分社制を敷くという発表があった。改
組のネライは間接業務を効率化し，責任体制を明確化し，若手経営者の育成を
図ることとある。改組の手順として，①B, D, Fの3社を機能的に統合する
②3社の法人登記は残す ③事業分野ごとに 5社応分社する という 3つの項
目が示された。
役員の配置としては，グループの最高経営責任者としてこれまで通り現会長，
中核B社の最高執行責任者にはB社の副社長，分社した 5社全体の最高執行責
任者にはB社社長が就任した。中核社にはB社より 3名， D社より 2名， F社
より l名の執行役員が集められるO 営業，業務，技術の担当者達である。
図1.の破線で囲まれた 3社を 5社に分社した予想図をプレス発表の内容に
従い描いてみると，図 2. のようになる。
-88 ( 88 )-
図1. 
Lグループ英文
H Pより作成
＊印は海外子会社
ここで， B, D, F社を「機能的に統合」したというのはどのようにしてか
ということを役員の配置から考えてみるo 先ず，中核社にC0 0と営業，技術
開発の役員が集められているO 営業と技術開発が統合されているところにこの
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図2.
企業の経営方針が伺える。つまり，ユーザーの要望を吸い上げた製品作りや提
案製品の開発に取り組むということであるO W社は部品・資材をグローバルに
調達するO 最近はアジア製品の品質が向上しており，低価格で必要量おさえる
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ことが業界の課題のーっとなっている。このグローパル調達を IT化で取り組
み中であると面接調査の際にも聞いている。 E社は旧F社（研究所）を母体と
しているが，旧F社専務が中核社に配置され， E社執行役員として前職が情報
家電ソフト開発課長の若手を抜擢している。情報大手を抜いて家電第一位の松
下の評価が高まっているが（ヘ Lグループのスタート時から松下への営業をを
ライフラインにしていると想像され，この人事に時代の流れが見て取れるO
図2. のなかの細かい点線で囲った中核社， S社およびW社はおそらく一つ
の社屋内にあると思われるO N社は元のD社， E社は元のF社内に活動の拠点
があるだろうから，改組はネット上と役員の配置替えで着手されたと見倣せる
だろう。
4. しグループにおける分社化， I T化，グローパル化の効果
一般に組織が大きくなると管理費用がかかるといわれる。それをカットでき
たのはN社， S社， E社であるが，中核社を分社して管理部門の集中化で「規
模の経済」や「範囲の経済」が狙われているように見える。 W社は機能横断的
に部品・資材管理を統合し，「スピードの経済」を追求することになろう。海
外取引は相手国の IT普及により可能となるが，検索，調査，交渉，契約の費
用の減少や在庫の圧縮も期待できるであろうが，物流インフラの改善について
はIT化やグローバル化を企業努力で進めることができても，動かしがたい部
分のあることは否めなL、。
Lグループのグローパル化の 1つの柱は購買管理であるが， もう lつの柱は
早く取り組んだ人的資源の発掘とそれらの人々の職場の配置の問題であるO 外
国人の雇用は日本人の不足を代替するものでなく，高い能力やユニークな発想、
が買われているO 彼らの仕事が事業創造に結び付けられており，今後，この種
の海外展開がさらに進むのではなL、かと思われるO その結果，圏内での人材の
新規採用やヘッド・ハンティングが容易になるといったよい効果が見込まれる
のではなかろうか。
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法（1)2001年3月28日付けで，北日本新聞，富山新聞の 2紙に4月以降の企業の改組のニュース
として報道された。
注（2）政府は2011年中にアナログ地上波テレビを全廃し，デジタル放送に完全移行することを
国家目標として打ち出した。こういった点や，松下の取り組みの先行が株価に反映してい
るものと思われる。
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